


　トランプ大統領は６月25日、
オランダ・ハーグでのNATOの
ルッテ事務総長との会談冒頭
で、イランの核施設に対する空
爆を広島と長崎への原爆投下に
なぞらえ「本質的に同じものだ。
あれが戦争を終結させた」と語
りました。これは原爆投下につ
いての従来の米政権の正当化
論を改めて主張したものです。

米が軍事費20兆円超要求 トランプ大統領暴言
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軍事費

農林水産予算

　英紙フィナンシャル・タイム
ズは６月20日、トランプ米政権
が日本に対し、軍事費をGDP
比3.5％まで引き上げるよう要
求したと報道。単純計算すれば、
年間20兆円を超える大軍拡と
なります。
　北大西洋条約機構（NATO）
は加盟国にGDP比５％の軍事
費を求める方針で、ヘグセス国
防長官は６月18日、米議会証言

でこれを「世界基準だ」と断定。
日本を含むインド太平洋地域の
同盟国にも軍事費の大幅な引
き上げを要求していました。
今でも農林水産予算の3.8倍
　現在でも日本の軍事費は農
林水産予算の3.8倍。軍事費が
20兆円超に引き上げられれば、
大増税・社会保障削減は避け
られず、国民生活も国家財政
も破綻してしまいます。

　深刻な米不足による米価高騰、米農家の
激減と生産基盤の急速な衰退。この最大
の責任は歴代の自民党農政にあります。米
農家に減反・減産を押しつけ、米需要量に
対する供給量が大きく不足しました。また、
民主党政権が創設した10アールあたり１万
5000円の所得補償を全廃し、年間約1500
億円の所得を米農家から奪いました。
　この危機打開のためには、米の減産から
増産へ、農家・生産者への支援縮小から

支援強化
への大転
換が必要
です。こ
の点で、
トランプ
関税の交
渉材料として米の輸入拡大を進めること
は、国内の生産基盤をいっそう弱体化させ
るものであり、許してはなりません。

東京都渋谷区でトラクターデモ　3月30日

６月26日、ＴＢＳテレビ「news23」より

　日本原水爆被害者団体協議
会の田中熙巳代表委員は、「原
爆投下の正当化は断じて許せ
ない」「日本政府は大統領に抗
議すべき」とし、「イランの核
施設攻撃は国際法違反であり肯
定できない」と批判しました。
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